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１、空き家リバイバルプロジェクト
～概要～

■空き家を活用し、地域の活性化に寄与するような優れた提案に
対して補助対象経費の一部を交付する事業。

※リバイバル（Revival）: 英語で再生、復活、再興を意味する。

・対象者：補助対象建築物の所有者等。
補助対象建築物の所有者等でない場合は
所有者等及び管理者の同意を得ていること。

・補助率：2/3、上限250万円
・補助件数：1件程度
・対象事業：滞在体験施設、交流施設、体験学習施設、

創作活動施設、文化施設等

※その他：地域の活性化に寄与するような事業

補助の概要
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リバイバルプロジェクトとは？

１、空き家リバイバルプロジェクト
～1件目 コーヒースタンド～

4

外観は上下の
白壁を活かし
てほとんどそ

のまま
キッチン

筋交いや金物を追加して耐震化



１、空き家リバイバルプロジェクト
～1件目 コーヒースタンド～

5

コーヒースタンド
だがゆったりくつ
ろげる雰囲気づく
りをされている

日々お客さんで賑わっている

１、空き家リバイバルプロジェクト
～2件目 縁ジョイ～
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改修前の各部屋

新築当時はバーで
使用されており、
高価なしつらえを

してあった



１、空き家リバイバルプロジェクト
～2件目 縁ジョイ～
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モデル事業としてR3～R5年で一定の成果を上げられた

現在もまだ工事中

健康長寿を目的に運動サロン
栄養バランスの取れた食事提供・
指導、音楽サロン、趣味の集い

などをおこなう予定

お試し住宅の実施 ライフデザイナーの配置

■広島市から移住された女性を採用
■空き家バンクを絡めた、きめ細かい

移住相談が可能

２、NEW空き家バンクについて
～整備～
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２、NEW空き家バンクについて
～実績～

9

区分 H30 R元 R2 R3 R4 R5

新規登録数 2件 5件 ２件 13件 11件 15件

成約物件数 1件 1件 ２件 10件 11件 8件

空き家再生活用
補助金の申請

0件 0件 １件 4件 2件 4件

移住件数 0件 0件 １件
(１名)

１件
(２名)

2件
(3名)

2件
(２名)

※R5.12月末時点

■空き家バンク位置図
（令和５年度）

：新規登録物件

：成約物件

：補助金対象物件

：移住物件
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２、NEW空き家バンクについて
～新たな試み～

360°カメラを使用したVR内覧

■低コストで物件成約率を飛躍的に向上することが可能
11

３、老朽危険空き家解体促進事業について

■老朽化により危険な状態にある空き家を自主的に解体される方に、
その解体費用の一部を補助する。

※補助金額・補助率： 上限30万円、解体費用の1/3

チラシの効果や業者の紹介により、
相談件数が増加していた。
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老朽危険空き家解体促進事業補助金とは？

補助金申請件数 調査件数
H29年 5件 16件 (該当9件)
H30年 9件 35件 (該当19件)
R1年 15件 29件 (該当20件)
R2年 12件 27件 (該当17件)
R3年 27件 47件 (該当37件)
R4年 32件 49件 (該当35件)
R5年 16件 31件 (該当19件)
累計 116件 234件 (該当156件)（R6.1.30時点）

手つかずの危険な空き家が概ね自
主解体されたのか、今年度は減少
した。



相続登記の義務化が始まることについて、どういった対応が必要
になるのか、空き家の管理はどうすれば良いのかを説明した。

■内容
①法務局職員を講師として相続登記の義務化の背景を説明
②府中市職員による空き家の管理方法の説明
③各種補助金の紹介

４、出前講座

老人大学 北部教室
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相続登記の義務化により、空き家や空き家
予備軍の所有者やその子供に今後どうして

いくか考えるきっかけになる！

相続登記の義務化が始まることについて、市民に相続登記をする
必要性についての説明を司法書士、広島法務局職員を講師に迎え、
講演会を行います。事前に府中市広報誌に掲載することで広報を
行っています。（別途カタログ参照）

■内容
①法務局職員を講師として相続登記の義務化の説明
②司法書士による相談会
③各種補助金の紹介

４、講演会

府中市全体
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不動産登記推進
イメージキャラクター
「トウキツネ」



５、固定資産税納税通知書同封チラシ

■固定資産税の納税通知書に空
き家対策に関するチラシを同封

・長年放置されている空き家が
周囲に悪影響を及ぼしている事
例が多いため、そうなる前の空
き家予備軍を少しでも減らすた
め、適正管理について啓発。

・郵送後空き家の解体補助に関
する問い合わせや空き家に関す
る相談が増えている。

→空き家予備軍対策に効果を発
揮している。

チラシの作成について
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6、全国空き家対策推進協議会

会員数1122で組織されている全空協が開催している全国空き家対策推進
協議会の3つの部会のうち所有者特定・財産管理制度部会への参加を希望
したところ、府中市が選定されました。（下図：組織図）選定理由は代執
行等の経験数を基に空き家対策が比較的進んでいる団体です。

選定理由
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6、全国空き家対策推進協議会

■管理不全空家等への対応方針について
■特定空家等の代執行ノウハウについて
■財産管理制度活用事例（新たな財産管理制度を
含む）の収集・深堀調査

検討テーマ
No. 団体

1 森町（北海道）

2 山形市（山形県）

3 龍ヶ崎市（茨城県）

4 さいたま市（埼玉県）

5 熊谷市（埼玉県）

6 八街市（千葉県）

7 香取市（千葉県）

8 板橋区（東京都）

9 富山市（富山県）

10 浜松市（静岡県）

11 名古屋市（愛知県）

12 京都市（京都府）

13 尼崎市（兵庫県）

14 丹波篠山市（兵庫県）

15 丹波市（兵庫県）

16 府中市（広島県）

17 高知市（高知県）

18 北九州市（福岡県）

赤字は令和4年度所有者特定・財産管理制度部会会員17

所有者特定・財産管理制度部会ではあるが、どこ
も法改正で創設された管理不全空家等の制度をど
う運用すべきか迷っているため、管理不全空家等
についての検討に注力する。

所有者特定・財産管理制度部会

接道状況や土地形状の改善を図ることで、市場性のあるストックを
生み出し、中心市街地の再生・更新を図る！

7、ランドバンク事業
～小規模連鎖型区画整理事業～

住宅の密集する既成市街地に点在する狭小宅地や空き地等の未利用ストック
→前面道路や隣接地を含めた整備や隣接者との土地の売買をコーディネート
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7、ランドバンク事業
～府中市の取組み～
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＜決定理由＞
○JR府中駅の北西に位置し、駅と隣接した
利便性が高い地域

○道路が狭隘のため建て替えが進んで
いない地域

○ランドバンク事業を実施することによる
効果が高い地区

＜対象地区＞
府中町・出口町
（ただし居住誘導区域※内に限る）

※居住誘導区域とは
人口減少の中にあっても、一定エリア
において、人口密度を維持することによ
り、生活サービスやコミュニティが持続的
に確保されるよう、居住を誘導すべき
区域

7、ランドバンク事業
～府中市の取組み～
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住宅関連事業者
空き家関連協会
住宅メーカー
不動産業者等

空き地・空き家
所有者

（売却希望）

空き地・空き家
利用希望者

（隣接者，移住者等）

①意向調査

⑧売却
（物買契約）

自治体（市町）

事業提案，土地取引
設計・施工

⑨販売
（売買契約）

②同意書

⑦価格提示

⑥区画再編案
③事業参加募集

地元住民組織

府中・出口地区ランドバンク協議会

広島県（オブザーバー）

専門家
・宅建業者
・土地家屋調査士
・行政書士
・税理士
・司法書士

・建築士
・工務店
・解体業者
・不動産業者

専門家連携

学識経験者

⑤選定
④応募

（ ）



■利活用

→NEW空き家バンク

21

8、引き続き

地域・事業者・行政での連携を活かす

府中市の今後の取組として、上記のことで
「安心・安全が持続するまちづくり」を目指す！

取組として…

■補助金

→空き家解体補助金

→空き家再生・活用補助金

■啓発
→出前講座、講演会、チラシ
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8、引き続き

特定空家等、特定空き住戸等の措置件数

認定 指導 勧告 命令 自主
対応

行政
代執行

略式
代執行

解決
済

これまで
の対応件
数

25 22 10 1 8 1 6 17

今回追加
予定 25 6 1 - 19 - 1 12

累計 50 28 11 1 27 1 7 29

危険な空き家について対応するよう所有者に指導す
ると共に、所有者等がいない危険な空き家は代執行

などを進めていく



令和5年12月の法改正
について
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法改正

【活用拡大】
・空家等活用促進区域を市が定めることができ、用途変更や建替

え等を促進できる。

【管理の確保】
・放置すれば特定空家になるおそれのある空家（管理不全空家）に

対し、管理指針に則した措置を指導・勧告する。
・勧告を受けた管理不全空家は、固定資産税の住宅用地特例（１/6等の

減額）を解除する。

【特定空家の除却等】
・市は所有者等に対して報告徴収権がある。
・緊急時の代執行制度を創設し、確定判決なしで費用徴収を行う。

令和５年12月に施行された主な法改正

24



代執行までの流れ

੐
଑
ಉ

৻
෋
ষ 行政代執行の実施

命令

勧告

助言・指導

特定空家等に
認定

ੲ
ਾ઀୹

所有者等へ現状の情報提供

勧告

助言・指導

管理不全空家等に
認定

略式代執行
の実施

所有者等が不確知

緊急代執行の実施

（固定資産税の住宅用地特例除外） （固定資産税の住宅用地特例除外）

※現状の措置段階別の件数は別途資料
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代執行までの流れ
～根拠法令～

市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、
その措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十
分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがない
ときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるとこ
ろに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれを
させることができる。

空家特措法（第22条9項）

法律により直接命ぜられ、又は法律に基き行政庁により命ぜられた
行為（他人が代つてなすことのできる行為に限る。）について義務
者がこれを履行しない場合、他の手段によつてその履行を確保する
ことが困難であり、且つその不履行を放置することが著しく公共に
反すると認められるときは、当該行政庁は、自らのなすべき行為を
なし、又は第三者をしてこれをなさしめ、その費用を義務者から徴
収することができる。

行政代執行法（第2条）

行政代執行

26



代執行までの流れ
～根拠法令～

第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合におい
て、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知するこ
とができないときは、市町村長は、当該命令対象者の負担に
おいて、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委
任した者（以下この項及び次項において「措置実施者」と
い。）にその措置を行わせることができる。この場合におい
ては、市町村長は、その定めた期限内に命令対象者において
その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わな
いときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措
置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ公告しなければ
ならない。

空家特措法（第22条10項）

略式代執行
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代執行までの流れ
～根拠法令～

市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が
保安上著しく危険な状態にある等当該特定空家等に関し緊急
に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を
図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第
三項から第八項までの規定により当該措置をとることを命ず
るいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特
定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら
行い、又は措置実施者に行わせることができる。

空家特措法（第22条11項）

緊急代執行
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○使用目的のない空家は、この20年で1.9倍、今後も増加。
（1998年）182万戸→（2018年）349万戸→（2030年見込み）470万戸

○除却等のさらなる促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす前の
有効活用や適切な管理を総合的に強化する必要。

①空家等活用促進区域 （例）中心市街地、地域の再生拠点、観光振興を図る区域等

・ 市区町村が区域や活用指針等を定め、用途変更や建替え等を促進

⇒安全確保等を前提に接道に係る前面道路の幅員規制を合理化

⇒指針に合った用途に用途変更等する場合の用途規制等を合理化

・ 市区町村長から所有者に対し、指針に合った活用を要請

②財産管理人による所有者不在の空家の処分（詳細は３．③後掲）

③支援法人制度
・ 市区町村長がNPO法人、社団法人等を空家等管理活用支援法人に指定

・ 所有者等への普及啓発、市区町村※から情報提供を受け所有者との相談対応
※事前に所有者同意

・ 市区町村長に財産管理制度の利用を提案

●空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律

背景・必要性

１．活用拡大

①特定空家※化を未然に防止する管理
・ 放置すれば特定空家になるおそれのある空家（管理不全空家）に対し、
管理指針に即した措置を、市区町村長から指導・勧告

・ 勧告を受けた管理不全空家は、固定資産税の住宅用地特例（1/6等に減額）
を解除

②所有者把握の円滑化
・ 市区町村から電力会社等に情報提供を要請

２．管理の確保

窓が割れた
管理不全空家

【目標・効果】
①空家等活用促進区域の指定数： 施行後５年間で100区域
②空家等管理活用支援法人の指定数：施行後５年間で120法人
③市区町村の取組により管理や除却等された管理不全空家及び特定空家数：施行後５年間で15万物件

①状態の把握
・ 市区町村長に報告徴収権（勧告等を円滑化）

②代執行の円滑化
・ 命令等の事前手続を経るいとまがない緊急時の代執行制度を創設

・ 所有者不明時の代執行、緊急代執行の費用は、確定判決なしで徴収

③財産管理人※による空家の管理・処分（管理不全空家、特定空家等）
・ 市区町村長に選任請求を認め、相続放棄された空家等に対応
※所有者に代わり財産を管理・処分。 （注）民法上は利害関係人のみ請求可

３．特定空家の除却等

緊急代執行を要する
崩落しかけた屋根

＜状態＞

空家の発生

管理不全

特定空家

【良】

【悪】

活 用

除却等

悪化の
防止

※周囲に著しい悪影響を及ぼす空家

○所有者の責務強化
・（現行の「適切な管理の努力義務」に加え、）国、自治体の施策に協力する努力義務

法律の概要

令和５年６月１４日公布
令和５年１２月１３日施行



今後の府中市の
取組について

29

前回策定から7年経過しており、空き家の状況に変化がある
と考えられる為、計画の改定が必要となる。当初の計画で
は10年以内に改定をする予定としている。

１、府中市空家等対策計画の改定
～概要～

H28年度に空家等の発生予防・抑制、適正管理の推進、利
活用の促進といった視点から、総合的かつ計画的に空家等
対策を進めるために策定した計画

府中市空家等対策計画とは？

なぜ改定が必要？

特定空家等よりも軽微な基準である管理不全空家等が定め
られたことにより、これまで以上に幅広く指導、勧告の対
象となる空き家が増えることとなる。

法改正の影響は？

30



１、府中市空家等対策計画の改定
～調査～

前回のH27年度調査から8年が経過しているため、空き
家の状況も変化しているので、R5年度に再調査を行い、
計画改定の基礎資料とし、日常業務にも活用する。
調査委託会社：（株)ゼンリン

空き家調査

現在調査中です

調査内容
・空き家件数
・空き家の老朽度
（ランク）

・写真撮影
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1、空家条例の改正

R5年12月の法改正により、条ずれ（条例に法○条と記
載されている○の数字がずれること）が生じたため、改
正法の施行に合わせて条例を改正した。

府中市空家等対策の推進に関する条例

管理不全空家等や緊急代執行の運用方法、財産管理人等
の活用方法について他市町の動きや実績を来年度収集し、
条例と空家等対策計画を一緒に検討していく。

条ずれ以外は？
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2、改正法運用への課題

法改正により新しいルールや制度が増えたので
それらを取り入れた空き家対策が必要

しかし、空き家対策の先進市町ですらどのように運
用していくか悩んでいる状況。

新しいルールはできたが、これまでのルールで空き家対
策は進めることができるので、新しいルールを取り入れ
た運用は他市町や全国空き家対策協議会等から情報を入
手し、じっくりと検討した上で活用していく。
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